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皆さまの力で安心な消費社会を

　2023 年度は、個人正会員 72 名、団体正会員 22 団体、賛助会員団体 51 団体（ 非営利 42・営利 9 ）、

寄付金は前年度実績をやや下回り658,493円となりました 。助成事業は年 2回行い、第13回で７団

体計 215 万円、第14 回で 8 団体計 275 万円、2023 年度合計で、のべ 15 団体へ 490 万円と前年度と

同規模の助成を実施することができました 。ご支援をいただいた皆様に心より感謝申し上げます 。

　今年度は、2023 年 12 月に改正消費者裁判手続き特例法に定められた「 消費者団体訴訟等支援法

人 」として内閣総理大臣の認定を受け、法定された支援業務に着手し、消費者団体訴訟制度のポー

タルサイト（ COCoLiS ）のコンテンツ整備と適格消費者団体連絡協議会企画等業務などに取り組み

ました 。また、新たな取り組みとして企業と消費者の協働・共創による健全で公正な市場の維持、

拡大を目指して「 消費者志向経営セミナー」を企画、実施しました 。2022 年度に引き続き「 孤独・

孤立に起因する消費者被害の防止等のための啓発事業運営業務 」を消費者庁より受託し、貧困問

題へも視野を広げオンライン相談会等実態把握を通じて問題提起を行いました 。

支援法人認定を受けて志を新たに、消費者被害防止や救済に資する制度を担う適格・特定適格消

費者団体等の諸活動を支援する基盤としての役割を果たしていく所存です 。

2024 年（令和 6 年）12 月 23 日 消費者団体訴訟等支援法人 
認定 NPO 法人消費者スマイル基金

理事長　河野 康子

ごあいさつ
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消費者スマイル基金について

　安全で安心して暮らせる社会の実現は、老若男女す

べての消費者の願いです。一方、現実の日本社会は、超

少子高齢社会に直面し、経済格差や貧困の広がりなど、

今はもとより、次世代や将来の暮らしへの不安をぬぐ

い去れない状況です。

　特に消費生活の分野では、高齢層・若年層を中心に、

さまざまな形で消費者被害が発生し続けており、「令和

6年版消費者白書」によれば、2023年の消費生活相談

件数は年間およそ91万件も発生しています。また、被

害額は2020年以降増加し続け、推計で年間約8.8兆円

にも上ります。

　こうした消費者被害の防止や被害回復に対しては、

主に全国の自治体の消費生活センター、（独法）国民生

活センター等が相談を受け、助言・あっせんや裁判外

紛争解決機関（ADR）など解決に向けての取り組みが

粘り強く行われています。

　また、消費者団体訴訟制度※１を活用して、適格消費

者団体（全国26団体）・特定適格消費者団体（全国4団

体）が、事業者の不当な行為の差止や共通して多数に生

じた消費者被害の回復を行っています（令和6年11月

現在）。このような民間の消費者団体が行う消費者被害

防止・救済など公益性の高い活動に対して現在、公的

支援が十分ではありません。活動の継続や広がりを図

るためには資金面での支援が必要です。

消費者スマイル基金では、そうした消費者被害防止・救済の
ための制度を担う組織への支援を継続的に行っています。
また、2023 年12 月20 日に内閣総理大臣より、消費者団
体訴訟等支援法人の認定を受け、支援業務としてCOCoLiS
（消費者団体訴訟制度）ポータルサイト※2の運営を消費者
庁より受託しています。ほかにも消費者志向経営セミナー
なども開催するなど活動の幅を広げています。

設立年月日：2017年4月28日　/　法人登記：2017年7月7日

※1「消費者団体訴訟制度」とは、内閣総理大臣が認定した消費者団体が、消費者に代わって事業者に対して訴訟などをすることができる制度で、平成19年6月7日か
ら施行されている「差止請求」と平成28年10月1日から施行されている「被害回復」との２つの制度からなっています。

※2 COCoLiS（消費者団体訴訟制度）は、全国の適格消費者団体が取り組む事業者の不当な行為に対する差止請求の結果や活動の進捗など、消費者団体訴訟制度に関
する情報を一元化している。
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消費者スマイル基金の理念と取り組み

＜取り組み２＞

＜取り組み１＞
消費者団体訴訟等支援法人として

（ 特定 ）適格消費者団体を支援します

企業の真摯な取り組みが、市場健全化と持続的な成長につながります

消費者 / 企業の会費や寄付を、全国の適格消費団体の
活動につなげ、健全な市場の実現を目指します

助　成

健全な市場の
実現

相談 申入れ
/訴訟

適格消費者団体等
・法律専門家による調査
・申入れ準備

消費者 事業者

持続的な成長持続的な成長

事業者/業界全体の事業者/業界全体の
リスクの軽減リスクの軽減

健全な市場
消費の拡大を通じた「経済好循環」消費の拡大を通じた「経済好循環」

購買促進購買促進

消費者の消費者の
満足度向上満足度向上 イメージアップイメージアップ

事業者/業界全体の事業者/業界全体の

事業者の事業者の
正しい取り組み正しい取り組み

■消費者への情報提供の充実■消費者への情報提供の充実
■消費者・社会の要望を踏まえた■消費者・社会の要望を踏まえた
　商品・サービスの改善・開発　商品・サービスの改善・開発

誤った取り組み
消費者問題に発展する

■不当表示
■不当勧誘
■不当契約　等

事業者・業界にダメージ
消費者のイメージダウンにより

事業者/業界全体の
イメージダウン

誤った
取り組み

低迷

購買抑制

寄付

会費

当基金は、2023 年 12 月 20 日、消費者団体訴訟等支援法人として内閣総理大臣の認定を受けました 。

１. 消費者団体訴訟制度に係る広報、公表を促進します 。
　　（ 1 ）�消費者庁の設置する消費者団体訴訟制度に係るポータルサイト（COCoLiS ポータルサイト）の運用に協力しています 。
　　（ 2 ）当基金のウェブサイトで（ 特定 ）適格消費者団体のウェブサイト更新情報をお知らせしています 。

２. 消費者団体訴訟（ 被害回復 ）の簡易確定手続を支援する準備を進めています 。

３. （ 特定 ）適格消費者団体間の交流を促進しています 。

消費者
被害発生 被害回復

一段階目
訴訟

共通義務
確認訴訟

特定適格
消費者団体
へ相談
内部検討

裁判所
簡易確定
決定

団体へ
授権

消費者へ
通知
公告

裁判所
債権届出

被害者は
ここから
手続に参加

一段階目の訴訟 二段階目の訴訟

認容
判決

消費者への通知、連絡、分配等の実務を支援



団体名 助成金額

◎ 埼玉消費者被害をなくす会 （2回分） 900,000円

◎ 消費者支援機構関西 （2回分） 800,000円

◎ 消費者機構日本 300,000円

○ 大分県消費者問題ネットワーク 300,000円

○ 消費者支援ネットくまもと 300,000円

○ 消費者支援ネット北海道 （2回分） 550,000円

○ 消費者支援ネットワークいしかわ  300,000円

○ 消費者市民ネットとうほく  400,000円

○ 消費者被害防止ネットワーク東海 （2回分） 550,000円

○ 消費者ネットおかやま 200,000円

○ ひょうご消費者ネット 300,000円 

公募開始 書面選考 理事会 助成決定 事業実施 報告
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消費者スマイル基金助成事業

消費者スマイル基金2023年度助成団体一覧

消費者被害回復・防止に関する活動への助成を行います 。

消費者被害の拡大防止のために、適格消費者団体が行う不当な約款・不当な勧誘行為等の差止請求訴
訟、裁判外の差止請求及びその結果の公表に係る助成 。

消費者被害の防止・回復のために、特定適格消費者団体が行う被害回復訴訟（ 消費者裁判手続特例法
の行使 ）、裁判外の被害回復の実現に係る助成 。

消費者契約被害に係る消費生活の専門家が関与する、法人格を有する消費者団体（ 適格消費者団体は
除く ）が自主的に営む消費者相談事業、消費者への情報提供に係る助成 。

1.

2.

3.

2023年度は２回の助成を行い、活動を支援するために下記合計11団体に490万円を助成しました。 

１．被害回復裁判（例）：エステサロン／契約代金相当額の不当利得返還義務の確認
２．差止請求訴訟 :（例）通信販売／景表法措置命令事案の代金返還

◎特定適格消費者団体 兼 適格消費者団体　○適格消費者団体

約７年間で14回の助成事業を実施し、消費者被害の拡大防止や
被害回復、相談業務、消費者教育、啓発などの活動を行う、延べ
84団体に対して2,250万円の助成を行いました。

助成の流れ

助成事例
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助成対象となった団体の活動内容とその経過（結果）

COCoLiS( 消費者団体訴訟制度 ) ポータルサイト

特定適格消費者団体による被害回復裁判

適格消費者団体による差止請求訴訟

適格消費者団体による裁判外の差止請求

1. 埼玉消費者被害をなくす会

2. 大分県消費者問題ネットワーク

3. 消費者支援ネット北海道

　契約書面の重要事項の記載不備に対する、特定商取引法による契約の解除（クーリングオフ）又は取消し、返金請求。
事案の概要： １年間４回の施術を受領後も無償で無制限に施術が受けられる「全身脱毛無制限コース」契約を交わしていた。しかし、
エステ業者が破産し、施術は受けられず、クレジット会社は有償施術４回分の
みを中途解約の対象とし、５回目以降の期間無制限の施術の不履行分について
対応しなかった。
請求の趣旨： 特定商取引法の特定継続的役務では、中途解約に関する定めがあ
り、エステ業者が交付する書面には中途解約に係る清算方法等を適切に記載し
なければならない。個別信用購入あっせん契約も同様である。これらの法定書
面には記載不備や虚偽記載があるから、支払った割賦相当額につき、不当利得
として返還を求める。

　訪問販売による家屋のリフォーム契約の勧誘に際し、クーリング・オフできないという不実の告知をする行為を差し止めること
と法定交付書面にはクーリング・オフに関する事項を記載するよう求めた。
事案の概要： 消費者宅を訪問してリフォーム工事等の請負契約を締結している
が、訪問販売の該当性を認めず、クーリング・オフはできないという不実告知
を行い、法定書面にもクーリング・オフに関する事項が書かれていなかった。
請求の趣旨： 訪問販売で申込み等をする場合、特定商取引法 9 条の適用がない
旨を告げてはならない。また、訪問販売で契約等をするに際して、交付する法
定書面には、クーリング・オフに関する事項を記載すること。

　不動産管理会社が賃貸借契約書に消費者契約法に抵触する不当な条項を設けていたため、それらの条項の使用中止または修正を
求めて申入れをした。（貧困ビジネス）
事案の概要： 当該不動産管理会社が所有する賃貸アパートの住人が家賃の滞納
を理由に入口の鍵をロックされ、身の回りのモノを押収されるなどした。使用
する不動産賃貸貸借契約書の契約条項に定めていた各条項は、消費者契約法９
条または 10 条に違反するため、その使用の中止または修正を求めた。

　2024 年 4 月 1 日より、消費者と（特定）適格消費者団体をつなぐ「COCoLiS（消費者団体訴訟制度）ポータルサイト」が消費者庁のウェ
ブサイトで公開されています。この消費者庁が構築するポータルサイトの運営を消費者スマイル基金が受託しています。
　当サイトは、消費者の被害回復裁判手続への参加や、消費者から団体への情報提供を促すとともに、消費者被害の予防・救済に関わ
る方が活用することにより、同種の被害の未然防止や解決を促進することを目的としています。
　全国に 26 ある適格消費者団体が取り組む事業者の不当な行為に対する差止請求の結果や活動の進捗など、消費者団体訴訟制度に関
する情報が今回一元化されました。
＜ URL ＞
https://cocolis.caa.go.jp/

経過： 2023 年 11 月に照会書を送付して申入れを
したところ、2024 年 1 月に概ね申入れの趣旨に
沿った回答が届いた。2024 年４月に契約書の記
載が変更されていることを確認し、同年７月、申
入れに関する協議を終了した。

経過： 2023 年 1月よりクレジット会社へ問い合わ
せをするも、「役務が有償回数分と無償回数分か
らなる契約は、有償回数分が中途解約の対象とな
る。」と回答が変わらなかったため、2024 年1月30
日に消費者裁判手続特例法に基づき共通義務確認
訴訟を提起した。同年 12 月に第 4 回弁論準備期日
が終了、裁判は 2024 年12 月時点で係属中である。

経過： 2021 年 12 月に質問書を送付したが、届い
た回答書に「訪問販売には当たらない。」と書かれ
ていた。その後も、本件が訪問販売による契約で
あることを伝えたが、それを認めなかったため、
2023 年 9 月に差止請求訴訟を提起した。裁判は
2024 年 12 月時点で係属中である。
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消費者スマイル基金と消費者及び食品安全担当大臣が総理大臣表敬

　2024年9月18日に当基金の河野康子理事長と自見はなこ消費者及び食品安全担当大臣（当時）が総理大臣官

邸に岸田文雄総理（当時）を表敬しました。

　当基金は内閣総理大臣より認定を受けている消費者団体訴訟等支援法人です。事業者・消費者から寄付を募り、

消費者団体訴訟制度の担い手である消費者団体を支援している法人であるということで、当基金への支援が集ま

るようにと、自見はなこ消費者及び食品安全担当大臣（当時）のご尽力により実現しました。

　今回、その時の表敬の模様と当基金について、独立行政法人国民生活センターが発行しているウェブ版「国民生

活」2024年10月号【No.146】の「消費者行政トピックス」に掲載されましたので引用します。
※出典：ウェブ版「国民生活」2024年10月号【No.146】（2024年10月15日発行）「消費者行政トピックス」（国民生活センター）
　https://www.kokusen.go.jp/wko/pdf/wko-202410_04.pdf
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会員名簿　/　寄付実績

会員名簿  （2024年12月現在/敬称略）

■ 正会員
●（一社）全国公正取引協議会連合会

● 労働者福祉中央協議会

● 新潟県生活協同組合連合会

● 福岡県生活協同組合連合会

● 日本司法書士会連合会

● 全国青年司法書士協議会

● 愛知県消費者団体連絡会

● 岡山県消費者団体連絡協議会

● 北九州市消費者団体連絡会

● 群馬県消費者団体連絡会

● 主婦連合会

● 消費者団体千葉県連絡会

● 全大阪消費者団体連絡会

● （一社）全国消費者団体連絡会

● 全国地域婦人団体連絡協議会

● 東京消費者団体連絡会センター

● （一財）日本消費者協会

●  （公社）日本消費生活アドバイザー・

　  コンサルタント・相談員協会

● 日本生活協同組合連合会

● 前橋市消費者団体連絡会

● 山梨県消費者団体連絡協議会

● NPO法人消費者ネット・しが

● 個人の方　72名

■ 賛助会員
● 花王株式会社

● 株式会社 ファンケル

● 日清食品ホールディングス株式会社

● 株式会社 やずや

● ABCクリニック

● 日本貸金業協会

●（一社）未来2016

●（一社）日本自動車購入協会

●（一社）日本フードサービス協会

●（公社）日本食品衛生協会

●（公社）日本通信販売協会（JADMA）

● 全国農業協同組合中央会（JA全中）

● 全国労働者共済生活協同組合連合会

　（こくみん共済coop 〈全労済〉）

● 日本コープ共済生活協同組合連合会

● 日本医療福祉生活協同組合連合会

● 鹿児島県生活協同組合連合会

● 高知県生活協同組合連合会

● 埼玉県生活協同組合連合会

● 佐賀県生活協同組合連合会

● 島根県生活協同組合連合会

● 千葉県生活協同組合連合会

● 東京都生活協同組合連合会

● 徳島県生活協同組合連合会

● 長崎県生活協同組合連合会

● 奈良県生活協同組合連合会

● 山口県生活協同組合連合会

● 大阪司法書士会

● 京都司法書士会

● 静岡県司法書士会

● 三重県司法書士会

●（一社）消費者市民社会をつくる会

● 岩手県消費者団体連絡協議会

● （公社）全国消費生活相談員協会

●  NPO法人大分県消費者問題ネット

ワーク

● NPO法人埼玉消費者被害をなくす会

● NPO法人佐賀消費者フォーラム

● NPO法人消費者支援かながわ

● NPO法人消費者機構日本

● NPO法人消費者支援機構関西

● NPO法人消費者支援機構福岡

● NPO法人消費者支援ネット北海道

● NPO法人消費者市民サポートちば

● NPO法人消費者市民ネットおきなわ

● NPO法人消費者市民ネットとうほく

●  NPO法人消費者被害防止ネットワー

ク東海

● NPO法人消費者ネット広島

●  NPO法人ながの消費者支援ネット

ワーク

● NPO法人ひょうご消費者ネット

● NPO法人やまなし消費者支援ネット

● 株式会社デトリタス

● サラヤ株式会社

ご寄附いただいた皆さまのおかげで、2024年12月時点で、設立時（2017年）からの累計で、団体のべ40団体、個

人のべ233人、合計金額は1,249万7,350円の寄付金をいただきました。今後ともよろしくお願いいたします。
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寄付のお願い

会員入会のお願い

認定NPO法人のため、当基金への寄付金は税制控除の対象に！

運営費用は会費でまかなうこととしており、基金を支えていただく会員も募集しています。下記連絡先までご連絡ください。

①個人正会員　1口 1,000円　（3口以上）　　②団体正会員　1口 10,000円　（1口以上）
※②は非営利団体のみ（原則として基金の助成対象となる可能性のある団体は除く）

①非営利団体　1口 10,000円　（1口以上）　　②営利団体　　1口 50,000円　（1口以上）

■ 正会員 （ 会費・年額、 議決権あり）

■ 賛助会員 （ 会費・年額、 議決権なし）

【連絡先】 認定NPO法人 消費者スマイル基金
〒102-0085　東京都千代田区六番町15　プラザエフ6階
TEL 03-5216-7767　FAX 03-6256-9115

 consumerkikin@tiara.ocn.ne.jp
 https://www.smile-fund.jp/

　当基金への寄付金は、全国の（特定）適格消費団体等の活動につなげるため、助成事業に加え、消費者団体訴訟
等支援法人として、消費者被害防止・救済の活動を行っている団体への支援を続けています。寄付の方法は以下
のとおりです。
1．銀行振込：寄付申込書をご記入いただき、下記金融機関の口座（ゆうちょ銀行三菱UFJ銀行）に寄付金のご入
金をお願いします。

2．クレジットカード決済：当基金では、シンカブル（Syncable）というクラウドファンディングと契約しており
ます。こちらのクレジットカード決済画面からご入金をお願いします。
※ご提供いただいた個人情報については、当基金からのご案内・連絡等に利用し、当基金の個人情報保護規則に従って厳重に取り扱います。

ご寄付先口座
・三菱UFJ銀行　麹町支店 （616）　 普通  0311226　口座名：特定非営利活動法人　消費者スマイル基金　寄付金口
・ゆうちょ銀行　019（ゼロイチキュウ）店 　 当座  0587920　口座名：特定非営利活動法人　消費者スマイル基金

消費者スマイル基金
※2023年12月20日、消費者裁判手続特例法に定められた
　「消費者団体訴訟等支援法人」の認定を受けました

消費者団体訴訟等支援法人
認定NPO法人

2025 年 （ 令和 7年）1月発行

＊認定NPO 法人とは＊
・ 公益性が高く、運営組織や事業活動を適切に行い且つ一定の認定基準に適合していると
行政に認められた団体です。
・毎事業年度1回事業報告書等を所轄庁に提出し、情報公開が義務付けられています。
・寄付者に対して税制上の優遇措置がとられます。

・個人の場合
①所得控除 又は 税額控除（お好きな方をお選びいただけます）
②住民税控除
といった2つの控除が受けられます。

・相続又は遺贈により財産を取得した場合
寄付した財産の価格は相続税の課税対象から除かれます。

・法人の場合
一般損金算入限度額とは別に、別枠の特別損金算入限度額が設けられて
おり、その範囲内であれば損金の額に算入することが認められます。

＊確定申告の際に必要な領収書は2025年1月下旬頃にお送りいたします。

当基金は寄付金控除
の対象団体です。
詳しくはこちら


